
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

目的
(何のために実施する
のか）

まちづくりを進めていくうえで、市の最上位計画である「第７期総合計画」の進捗状況、成果の達成度など管理するこ
とにより、効率的かつ効果的な行政運営を図る。

第７期総合計画事務事業進行管理調書を作成し、事務事業の進捗状況を管理していく。また、総合計画中間年の点検
や、実施計画策定および次期総合計画の策定する段階において、行政評価を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

第７期総合計画登載の施策及び事務事業。
事務事業の計画額、予算額、決算額を把握することにより、第７期総合計画事業の計画的な実施と進行管理が図られ
る。また、行政評価を行うことにより、課題などの洗い出しができるとともに、管理調書で示されている成果指標の達
成度などを明らかにすることで、効率的・効果的な行政サービスの提供につなげることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 総合計画進行管理事業 平成17年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 6－3－1 政策調整課企画調整係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

砂川市では平成13年度から「行政サービスの改善」、「行政の透明性の向上」、「職員の意識改革」を目的として行政評価システムの導入を進め、平成19年度までに156事業の事務事業評価と結果の公表を行った。
第６期総合計画策定の時期とも重なった平成20年度には、167事業の事務事業評価と42施策の施策評価を実施し、評価結果は総合計画策定のための検討資料としてきた。
第６期総合計画においては客観的な「ものさし」として成果指標を設定し、総合計画の事務事業進行管理と行政評価を連動させるシステムを構築、計画期間の10年間を１サイクルとしたなかで、事業費や事業の達成度を点検・分析し、実施計
画策定時や中間年において行政評価を行いながら次期総合計画へとつなげる取り組みとした。
第７期総合計画においても、第６期同様、計画期間10年間を１サイクルとしたなかで、事業費や事業の達成度を点検・分析し、実施計画策定時や中間年において行政評価を行いながら次期総合計画へとつなげる取り組みを行う。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

投
　
入
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た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1 1 1 1 1 1 1 1 1

実績値 1 1 1

計画値 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

実績値 49.9 49.1 49.5

達成されている

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
令和３年度事務
事業進行管理を
行った結果、成
果指標の達成率
は49.9％（達
成:162件、未達
成:163件）であ
り、約半数の事
業が目標を達成
していない状況
であった。令和
３年度は新型コ
ロナウイルス感
染症の影響に伴
う事業の中止等
により、主に事
業の参加人数や
回数等を用いた
指標が未達成と
なったため、達
成率が低くなっ
たものと推察さ
れる。

自己分析：
令和４年度事務
事業進行管理を
行った結果、成
果指標の達成率
は49.1％（達
成:157件、未達
成:163件）であ
り、約半数の事
業が目標を達成
していない状況
であった。令和
４年度について
も、昨年度に引
き続き、新型コ
ロナウイルス感
染症の影響に伴
う事業の中止等
により、主に事
業の参加人数や
回数等を用いた
指標が未達成と
なったため、達
成率が低くなっ
たものと推察さ
れる。

自己分析：
令和５年度事務事
業進行管理を行っ
た結果、成果指標
の達成率は49.5％
（達成:159件、未
達成:162件）であ
り、約半数の事業
が目標を達成して
いない状況であっ
た。令和５年度に
ついては、新型コ
ロナウイルス感染
症が５類へ移行し
たものの、人々の
行動がコロナ禍前
まで戻っていない
ことや、コロナ禍
を経て事業の実施
方法等を見直した
こと（事業に参加
人数制限を設ける
など）により、事
業の参加人数や回
数等を用いた指標
が未達成となった
ことが、達成率が
低くなった主な要
因だと推察され
る。

判断理由：
進行管理の取り
組みについては
毎年度実施して
おり、実施計画
掲載の各事業に
ついても、ほぼ
計画どおり実施
されている。し
かしながら、当
初設定した成果
指標について
は、新型コロナ
ウイルス感染症
の影響もあり、
約半数の事業が
目標に達してい
ないことから、
総合評価は「普
通である」と判
断する。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：進行管理及び評価実施数 指標の求め方：毎年行う評価の実施数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：成果指標が達成されている掲載事務事業の割合 指標の求め方：成果指標を設定している事務事業のうち、目標が達成されている事務事業の割合

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

1

1

成果指標１
（単位/％）

―

50.8

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
令和６年度事務
事業進行管理を
行った結果、成
果指標の達成率
は50.8％（達
成:170件、未達
成:165件）であ
り、令和３年度
以降達成率は初
めて50％を超え
たが、依然とし
て、新型コロナ
ウイルス感染症
以降の人々の行
動の変化や、コ
ロナ禍を経て事
業の実施方法等
を見直したこと
（事業に参加人
数制限を設ける
など）により、
事業の参加人数
や回数等を用い
た指標が未達成
となっている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
第７期総合計画の開始年度である令和３年度事業から事務事業進行
管理を実施しており、今後についても、事務事業評価や総合計画の
中間年における施策評価等を実施しながら、効率的、効果的な行政
サービスの提供及び第７期総合計画事業の計画的な事業実施を進め
る必要があることから「現状のまま継続」と判断する。
なお、目標に達していない事務事業については、実績及び自己分析
を踏まえ改善していく必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

78,000 78,000 78,000 234,000 75,000 75,000 225,000 75,000 75,000 75,000 75,000 300,000 759,000

78,000 65,000 75,000 218,000 98,000 173,000 0 391,000

54,890 29,890 25,180 109,960 29,710 0 139,670

78,000 78,000 78,000 234,000 75,000 75,000 225,000 75,000 75,000 75,000 75,000 300,000 759,000

78,000 65,000 75,000 218,000 98,000 0 173,000 0 0 0 0 0 391,000

54,890 29,890 25,180 109,960 0 0 29,710 0 0 0 0 0 139,670

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

報償費の辞退者
がいたことによ
る減

総合戦略推進委
員会の開催回数
減による報償費
等の減

総合戦略推進委
員会の開催回数
減による報償費
等の減

総合戦略推進委
員会の開催回数
減による報償費
等の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

委員報償の増 委員報償及び費
用弁償の減

委員報償の増 前年度同額 委員報償及び費
用弁償の増（第
３期総合戦略策
定年のため推進
委員会の回数増
によるもの）

委員報償 89千
円
費用弁償 9千円

実　績　額 29,710

事業費予算の
内容

委員報償 69千
円
費用弁償 9千円

委員報償 59千
円
費用弁償 6千円

委員報償 69千
円
費用弁償 6千円

委員報償 69千
円
費用弁償 6千円

事 業 費 合 計 計　画　額 75,000

予算計上額 75,000

予算計上額 75,000

実　績　額 29,710

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 75,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成26年11月、「まち・ひと・しごと創生法」が成立し、国全体として「地方創生」の取り組みを推進することとなった。本市においても、第６期総合計画第２次実施計画を基本とし、「安定した雇用の創出」「人の流れの変化」「若い世代
の希望の実現」「時代に合った地域づくり」の４つの基本目標を柱に具体的な施策を取りまとめた「砂川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を平成28年１月に策定した。その後、令和３年３月には「第２期砂川市まち・ひと・しごと創生総
合戦略」を策定し、継続して地方創生の取り組みを推進している。なお、総合戦略を推進するため、基本目標ごとに数値目標を設定したほか、各事業等に重要業績成果指標（KPI）を設定し、毎年外部有識者による検証機関において評価を行
うことで、各事業の進行管理を行うこととしている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

砂川市における地方創生を推進するための指針である「砂川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の施策を客観的に検
証できる重要業績評価指標(KPI)を設定するとともに、それに基づき、毎年、外部有識者による砂川市総合戦略推進委員
会等において評価し、その意見を反映させ、PDCAサイクルを実施し各事業の進行管理を行うため。

砂川市まち・ひと・しごと創生総合戦略において設定したKPIに基づき、砂川市総合戦略推進委員等による評価・検証を
行い、PDCAサイクルを実施し、各事業の進行管理を行う

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

・砂川市まち・ひと・しごと創生総合戦略登載の事務事業及び施策
・砂川市総合戦略推進委員

各事業のKPIの達成状況を把握することにより、事業効果の評価・検証が客観的に進行管理が図られる。これにより、課
題などの洗い出しができ、より効率的・効果的な事業の推進につなげることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 総合戦略進行管理事業 平成27年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 6－3－1 政策調整課企画調整係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1 1 1 1 1 1 1 1 1

実績値 1 1 1

計画値 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

実績値 51.3 40.0 45.0

達成されている

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
各事業の所管部
署において評価
を実施し、令和
３年度実績の検
証を行った。
令和３年度に目
標値を設定して
いる個別事業
（39事業）につ
いて、目標値を
達成した事業の
割合は51.3％で
あるが、ほぼ目
標値を達成した
事業（目標値の
80％以上）も含
めると、69.2％
であることか
ら、全体として
は一定の成果が
あったと考えら
れる。

自己分析：
各事業の所管部
署において評価
を実施し、令和
４年度実績の検
証を行った。
令和４年度に目
標値を設定して
いる個別事業
（40事業）につ
いて、目標値を
達成した事業の
割合は40.0％で
あるが、ほぼ目
標値を達成した
事業（目標値の
80％以上）も含
めると、70.0％
であることか
ら、全体として
は一定の成果が
あったと考えら
れる。

自己分析：
各事業の所管部
署において評価
を実施し、令和
５年度実績の検
証を行った。
令和５年度に目
標値を設定して
いる個別事業
（40事業）につ
いて、目標値を
達成した事業の
割合は45.0％で
あるが、ほぼ目
標値を達成した
事業（目標値の
80％以上）も含
めると、67.5％
であることか
ら、全体として
は一定の成果が
あったと考えら
れる。

判断理由：
第２期総合戦略
にに基づき、地
方創生の取り組
みを推進してき
たが、目標値を
達成した個別事
業の割合が約40
～50％程度であ
ることから、
「普通である」
と判断する。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
各事業の所管部
署において評価
を実施し、令和
６年度実績の検
証を行った。
令和６年度に目
標値を設定して
いる個別事業
（42事業）につ
いて、目標値を
達成した事業の
割合は54.8％で
あるが、ほぼ目
標値を達成した
事業（目標値の
80％以上）も含
めると、78.6％
であることか
ら、全体として
は一定の成果が
あったと考えら
れる。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
各事業に設定した重要業績評価指標(KPI)に基づき、毎年、外部有識
者による砂川市総合戦略推進委員会において評価するとともに、委
員会において出された意見を計画に反映させ、PDCAサイクルを実施
し、各事業の進行管理を行ってきた。
各事業に設定した重要業績評価指標(KPI)の達成率については、約40
～50％程度であり、伸び悩んでいるものの、進行管理を実施するこ
とにより、課題などの洗い出しができ、より効率的・効果的な事業
の推進につながっていることから、「現状のまま継続」と判断す
る。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

1

1

成果指標１
（単位/％）

―

54.8

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：目標が達成されている掲載事務事業の割合 指標の求め方：KPIを設定している事務事業のうち、目標が達成されている事務事業の割合

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：進行管理及び評価実施数 指標の求め方：毎年行う評価の実施数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

300,000 300,000 30,000 0 330,000

300,000 300,000 120,000 0 420,000

0 90,000 90,000 180,000 90,000 0 270,000

4,148,000 2,914,000 2,879,000 9,941,000 2,997,000 2,947,000 9,862,000 2,947,000 2,947,000 2,980,000 3,014,000 11,888,000 31,691,000

4,148,000 3,946,000 3,541,000 11,635,000 4,059,000 7,887,000 0 19,522,000

1,849,121 2,715,230 1,746,567 6,310,918 3,024,803 0 9,335,721

4,448,000 2,914,000 2,879,000 10,241,000 2,997,000 2,947,000 9,892,000 2,947,000 2,947,000 2,980,000 3,014,000 11,888,000 32,021,000

4,448,000 3,946,000 3,541,000 11,935,000 4,059,000 0 8,007,000 0 0 0 0 0 19,942,000

1,849,121 2,805,230 1,836,567 6,490,918 0 0 3,114,803 0 0 0 0 0 9,605,721

目的
(何のために実施する
のか）

職員が自ら考え、自ら解決する能力の確立と職員の意識改革・能力開発を重点とした資質向上を図り、複雑・多様化す
る市民ニーズに対応できる人材の育成を行う。

　管理監督者が所属職員に対し、日常の業務を通じて業務に関連する必要な知識・技術の習得をはじめ問題解決能力の
向上や業務に臨む姿勢などを養うため職場内研修を行う。
　職務上必要な専門的能力や技術等を習得するとともに、政策形成能力や柔軟に対応できる創造性、問題解決能力の向
上を図ることを重点に置き職場外研修を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

全職員
職員が業務遂行に必要な専門的な知識や政策形成能力などを身に付けることにより、市職員としての資質を高めること
で、市民サービスの向上が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 職員研修事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 6－3－2 総務課職員係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

行政を取り巻く情勢の変化に対応した研修項目などの見直し（道外研修先参加事業や自主研修事業の見直しなど）に加えて、e-ラーニング（リモート研修）、実地型研修を多く取り入れていく取り組みを進めている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額 90,000

一 般 財 源 計　画　額 3,918,000

そ の 他 計　画　額 30,000

予算計上額 120,000

事 業 費 合 計 計　画　額 3,948,000

予算計上額 3,948,000

予算計上額 3,828,000

実　績　額 3,024,803

実　績　額 3,114,803

事業費予算の
内容

報償費　728千円
旅費　3,004千円
消耗品費　60千円
手数料　376千円
参加負担金　280
千円

報償費　495千円
旅費　2,768千円
消耗品費　60千円
手数料　343千円
参加負担金　280
千円

報償費　503千円
旅費　2,310千円
消耗品費　60千円
手数料　388千円
参加負担金　280千
円

報償費　420千円
旅費　2,824千円
消耗品費　68千
円
手数料　416千円
参加負担金　220
千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

北海道市長会へ
の研修旅費や新
規資格取得研修
参加による特別
旅費などの増

北海道市長会へ
の研修旅費や新
規資格取得研修
参加による特別
旅費などの減

新規資格取得研
修参加による特
別旅費などの減

新規資格取得研
修参加による特
別旅費などの増

講師謝礼、新規
資格取得研修参
加による特別旅
費などの増

報償費　589千円
旅費　2,897千円
消耗品費　60千円
手数料　267千円
委託料　26千円
参加負担金　220千円

実績との比較
（増減理由）

評価者研修未実施に
よる報償費（外部講
師謝礼）減、コロナ
禍の研修中止による
特別旅費の減

評価者研修未実施に
よる報償費（外部講
師謝礼）減、コロナ
禍の研修中止による
特別旅費の減

評価者研修のe-
ラーニングによる
報償費（外部講師
謝礼）減、特別旅
費の減

報償費（外部講
師謝礼）減、特
別旅費の減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 200 200 200 200 200 200 200 200 200

実績値 159 158 384

計画値 72.0 74.0 76.0 80.0 82.0 84.0 86.0 88.0 90.0

実績値 83.6 83.4 84.8

ほぼ達成されている

変わらない

少し上がっている

総合評価 普通である

自己分析：
コロナ禍によ
り、緊急事態宣
言が派出される
など大規模な研
修を中止にせざ
るを得ないこと
になってしまっ
たことに加え
て、委託研修や
専門研修も中止
になり、大幅に
活動指標が減少
した。ＺＯＯＭ
などのリモート
研修も多く取り
入れていきたい
と考えている。

自己分析：
緊急事態宣言や
まん延防止等重
点措置はなく
なったものの、
新型コロナウイ
ルス感染症の感
染拡大防止によ
り、大規模な研
修を中止にせざ
るを得ないこと
になってしまっ
たことに加え
て、委託研修や
専門研修も中止
や人数制限によ
り、大幅に活動
指標が減少し
た。今後はe
ラーニングやＺ
ＯＯＭなどのリ
モート研修も多
く取り入れてい
きたいと考えて
いる。

自己分析：
大規模な研修が
再開できたこと
で、受講数によ
る実績値は大幅
に増加すること
ができた。E-
ラーニングを取
り入れることに
より、講師を呼
ぶことなく、研
修を開催できる
ので今後はより
効果的で効率的
な研修方法を取
り入れていきた
い。

判断理由：
研修がコロナ禍で
中止になってしま
うなど影響が大い
にあった。ただ、
zoomやeラーニン
グでの研修が多く
なったことによ
り、中止が少なく
なってきた。今後
は集団での研修と
リモート型の研修
のハイブリッド型
が増えてきてお
り、コロナ禍以前
と同様の研修態勢
がとれるように
なってきた。今後
も、zoomやeラー
ニングなどを多く
取り入れていくこ
とで、事業費の削
減も見込めること
から、「普通であ
る」と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：職員研修受講者数 指標の求め方：職員研修計画に基づく受講者数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：職員研修受講者の理解度 指標の求め方：受講者5段階自己理解度の平均

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

200

435

成果指標１
（単位/％）

78.0

88.4

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
単独研修（ハラ
スメント研修、
人事評価研修）
での大規模な研
修を開催したこ
とにより、活動
指標は大幅に増
加した。
成果指標につい
ても実績値は計
画値よりも大幅
に増加してお
り、今後も効果
的で効率的な研
修方法を取り入
れていきたい。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
職員研修については新型コロナウイルス感染症により、集団での研
修が中止になってしまうなど影響が大いにあった。ただ、zoomやe
ラーニングでの研修が多くなったことにより、中止が少なくなって
きた。今後は集団での研修とリモート型の研修のハイブリッド型が
増えてきており、コロナ禍以前と同様の研修態勢がとれるように
なってきた。今後も、zoomやeラーニングなどを多く取り入れなが
ら、研修ができる取り組みを実施していくことから、「現状のまま
継続」とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)


